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問１

ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題１）

（設問Ａ）以下の文章は、特定非営利活動法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会（以下「協会」

という）の「会員倫理規程」の抜粋である。以下の文章の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる

語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、以下の文章における「会員」とは協

会の会員をいう。

第１条 会員は、（ ア ）に基づき、顧客の最善の利益を追求しなければならない。

第２条 会員は、顧客に対して、その業務の適正、公平さを保つために必要なすべての情報を開示

したうえで、専門家としての業務を公平かつ（ イ ）方法で提供しなければならない。

第７条 会員は、誤った、あるいは誤解を招く方法で顧客を（ ウ ）してはならない。

１．（ア）順法精神 （イ）道理に適った （ウ）勧誘

２．（ア）順法精神 （イ）客観的な   （ウ）説得

３．（ア）専門知識 （イ）道理に適った （ウ）勧誘

４．（ア）専門知識 （イ）客観的な   （ウ）説得

（問題２）

（設問Ｂ）消費者契約法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．消費者契約の取消権は、追認をすることができる時から１年間行使しないとき、または当該

消費者契約の締結時から３年を経過したときは、時効により消滅する。

２．事業者に対し、消費者が後見開始、保佐開始または補助開始の審判を受けたことのみを理由

とする解除権を付与する消費者契約の条項は、無効とされる。

３．事業者の債務不履行により生じた消費者の解除権を放棄させ、または当該事業者にその解除

権の有無を決定する権限を付与する消費者契約の条項は、無効とされる。

４．事業者が消費者契約締結の勧誘をする際、消費者に対し重要事項について事実と異なること

を告げ、消費者が告げられた内容が事実であると誤認したことによって消費者契約の申込み

の意思表示をしたときは、消費者はこれを取り消すことができる。
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問２

ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集しておくことは

大切です。以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題３）

（設問Ａ）「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「同法」という）」に

基づき、住宅セーフティネット制度における住宅確保要配慮者に関する次の記述の空欄（ア）

～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

わが国では、高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に配慮が必要な人が今後も増加する見込

みであるが、住宅セーフティネットの根幹である公営住宅については大幅な増加が見込めない状況

にある。一方で、民間の空き家・空き室は増加していることから、それらを活用した新たな住宅セ

ーフティネット制度である「住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度」が２０１７

年１０月にスタートした。

住宅確保要配慮者は、同法に基づく住宅セーフティネット制度において、低額所得者、（ ア ）、

高齢者、障害者、子育て世帯等と定められている。子育て世帯とは（ イ ）に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある子を養育する世帯をいう。なお、入居後に住宅確保要配慮者でなく

なった場合、入居者に退去を促す（ ウ ）。

１．（ア）被災者 （イ）１５歳 （ウ）必要がある

２．（ア）被災者 （イ）１８歳 （ウ）必要はない

３．（ア）失業者 （イ）１５歳 （ウ）必要はない

４．（ア）失業者 （イ）１８歳 （ウ）必要がある

（問題４）

（設問Ｂ）都道府県・指定都市社会福祉協議会（窓口業務は市町村の社会福祉協議会等で実施）の日常

生活自立支援事業（以下「本事業」という）に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。

１．本事業の利用者が福祉施設に入所した場合や病院に入院したときは、本事業を利用すること

ができなくなる。

２．本事業には、年金証書や預貯金通帳のほか、宝石や書画、骨董品を預かるサービスがある。

３．成年後見制度の被保佐人や被補助人は、本事業に係る契約内容を理解できる人であっても本

事業を利用することができない。

４．契約締結前の相談および契約締結前の支援計画の作成は無料だが、生活保護受給者を除き、

契約締結後のサービスの利用は有料となっている。
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問３

会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。

＜資料＞

【収入に関する事項】

◯給与収入（年間・手取り）

佐野 正雄さん（本人・会社員）：３８０万円

佐野 良子さん（妻・会社員）：４１０万円

【支出に関する事項】

◯基本生活費：年間３６０万円

◯住宅関連費（賃貸マンション）

家賃（管理費等込み）：年間１８０万円

◯教育費

長男：公立の小学校に在学中で、中学校および高校は公立、大学は私立理系（四年制）への進学

を予定している。

長女：小学校、中学校および高校は公立、大学は私立文系（四年制）への進学を予定している。

［教育費の現在価値］

小学校 中学校 高校 大学

公立 公立 私立 公立 私立 私立文系 私立理系

年間教育費 30万円 50万円 110万円 40万円 90万円 85万円 120万円

入学一時金 － 10万円 40万円 15万円 35万円 30万円 30万円

※キャッシュフロー表の「教育費」について、小学校に入学する年の前年までに記載されている金

額は、保育料である。

◯保険料：年間３０万円

◯自動車関連費

維持費：年間２５万円

買替え：２０２７年に３５０万円

車検費用：２０２１年、２０２３年、２０２５年、２０３０年、２０３２年、２０３４年、

２０３６年に行う。費用は１回当たり１５万円

◯その他支出：年間４０万円

◯一時的支出

家族旅行：２０２１年、２０２４年、２０２７年、２０３０年、２０３６年にそれぞれ３０万円、

２０３３年に６０万円

【留意事項】

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を

適用し算出した金額によること。

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２１年（基準年）時点の現在価値である。
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円）
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

西暦（年） ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８

家
族
・
年
齢

佐野 正雄 本人 ３７ ３８ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４
   良子 妻 ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６
   弘幸 長男 ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６
   裕美 長女 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

ライフイベント
長女

小学校

入学

長男

中学校

入学

自動車

買替え

長男

高校入学
変動率

収
入

給与収入（本人） ０.５％ ３８０ ３８２ ３８４ ３８６ ３８８ ３９０ ３９２ ３９４
給与収入（妻） ０.５％ ４１０ ４１２ ４１４

収入合計 － ７９０ ７９４ ７９８

支
出

基本生活費 ０.５％ ３６０ ３６２ ３６４
住宅関連費 ０.０％ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０
教育費（長男） ０.５％ ３０ ３０ ３０ ３０
教育費（長女） ０.５％ １０ １０ １０ ３０ ３１ ３１ ３１ ３１
保険料 ０.０％ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０
自動車関連費 ０.５％ ４０ ２５ ４０
その他支出 ０.５％ ４０ ４０ ４０ ４１ ４１ ４１ ４１ ４１
一時的支出 ０.５％ ３０ ０ ０

支出合計 － ７２０ ６７７ ６９４
年間収支 － ７０ １１７ １０４ （ ア ）

預貯金等残高 ０.５％ １,５００ １,６２５ １,７３７ １,７６３

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５
西暦（年） ２０２９ ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６

家
族
・
年
齢

佐野 正雄 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２
   良子 妻 ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４
   弘幸 長男 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４
   裕美 長女 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

ライフイベント
長女

中学校

入学

長男

大学入学

長女

高校入学
長男就職

長女

大学入学
変動率

収
入

給与収入（本人） ０.５％ ３９５ ３９７ ３９９ ４０１ ４０３ ４０５ ４０７ ４１０

給与収入（妻） ０.５％ ４３５ ４３７ ４４０ ４４２
収入合計 － ８４７ ８５２

支
出

基本生活費 ０.５％ ３８６ ３８８
住宅関連費 ０.０％ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０
教育費（長男） ０.５％ １５８ １２７ １２７ １２８ ０ ０
教育費（長女） ０.５％ ３１ ４３ １２４
保険料 ０.０％ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０
自動車関連費 ０.５％ ２７ ４３
その他支出 ０.５％ ４２ ４２ ４２ ４２ ４２ ４３ ４３ ４３
一時的支出 ０.５％ ０ ３２

支出合計 － （ イ ） ７０９ ８４０
年間収支 － １３８ １２
預貯金等残高 ０.５％ １,９４１ １,９６３
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。

ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。
※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。
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（問題５）

（設問Ａ）佐野さん夫婦は、将来の資金設計についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる

金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、

電卓にて計算すること。

１．（ア）５５ （イ）８７８

２．（ア）５５ （イ）９１０

３．（ア）６５ （イ）８７８

４．（ア）６５ （イ）９１０

（問題６）

（設問Ｂ）佐野さん夫婦は、保険の見直しおよび長男を中学校から私立に進学させた場合のプランニン

グをＣＦＰ認定者に相談し、以下の＜見直しの内容＞を反映させたキャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。見直し後のキャッシュフロー表中の空欄（ウ）にあてはまる金

額として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算

すること。

＜見直しの内容＞

教育費：長男は、中学校および高校は私立、大学は私立理系（四年制）へ進学することとする。

保険料：２０２２年以降、年間２５万円とする。

１．１,５５８

２．１,５６１

３．１,５６６

４．１,６１８
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＜見直し後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円）
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

西暦（年） ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８

家
族
・
年
齢

佐野 正雄 本人 ３７ ３８ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４
   良子 妻 ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６
   弘幸 長男 ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６
   裕美 長女 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１

ライフイベント
長女

小学校

入学

長男

中学校

入学

自動車

買替え

長男

高校入学
変動率

収
入

給与収入（本人） ０.５％ ３８０ ３８２ ３８４ ３８６ ３８８ ３９０ ３９２ ３９４
給与収入（妻） ０.５％ ４１０ ４１２ ４１４

収入合計 － ７９０ ７９４ ７９８

支
出

基本生活費 ０.５％ ３６０ ３６２ ３６４
住宅関連費 ０.０％ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０
教育費（長男） ０.５％ ３０ ３０ ３０ ３０
教育費（長女） ０.５％ １０ １０ １０ ３０ ３１ ３１ ３１ ３１
保険料 ０.０％ ３０
自動車関連費 ０.５％ ４０ ２５ ４０
その他支出 ０.５％ ４０ ４０ ４０ ４１ ４１ ４１ ４１ ４１
一時的支出 ０.５％ ３０ ０ ０

支出合計 － ７２０ ６７２ ６８９
年間収支 － ７０ １２２ １０９

預貯金等残高 ０.５％ １,５００ １,６３０ １,７４７ １,５０９

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５
西暦（年） ２０２９ ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６

家
族
・
年
齢

佐野 正雄 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２
   良子 妻 ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４
   弘幸 長男 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４
   裕美 長女 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

ライフイベント
長女

中学校

入学

長男

大学入学

長女

高校入学
長男就職

長女

大学入学
変動率

収
入

給与収入（本人） ０.５％ ３９５ ３９７ ３９９ ４０１ ４０３ ４０５ ４０７ ４１０

給与収入（妻） ０.５％ ４３５ ４３７ ４４０ ４４２
収入合計 － ８４７ ８５２

支
出

基本生活費 ０.５％ ３８６ ３８８
住宅関連費 ０.０％ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０ １８０
教育費（長男） ０.５％ １５８ １２７ １２７ １２８ ０ ０
教育費（長女） ０.５％ ３１ ４３ １２４
保険料 ０.０％
自動車関連費 ０.５％ ２７ ４３
その他支出 ０.５％ ４２ ４２ ４２ ４２ ４２ ４３ ４３ ４３
一時的支出 ０.５％ ０ ３２

支出合計 － ７０４ ８３５
年間収支 － １４３ １７
預貯金等残高 ０.５％ （ ウ ） １,６０９ １,６３４

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。

ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。
※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。
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（問題７）

（設問Ｃ）会社員の大下さんは、２０３３年３月末に定年退職をする予定である。大下さんは退職後の

生活資金を準備するため、２０２３年４月１日から資金運用を開始する。退職後は蓄えた資

金と退職一時金を複利運用しながら、３０年間にわたり毎年３月末に一定金額を取り崩して

受け取るほか、住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条件＞に基づく場

合、２０２９年４月１日からの４年間において毎年３月末に積み立てるべき一定金額（最少

額）として、正しいものはどれか。なお、運用益についての税金等は考慮しないものとする。

また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未

満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り上げること。

＜条件＞

・ 用意した貯蓄３７０万円（２０２３年３月末時点）を、２０２３年４月１日から２０３３年３

月末までの１０年間、年利１.５％で複利運用する。

・ ２０２３年４月１日から２０２９年３月末までの６年間は、毎年３月末に２０万円を積み立て

ながら、年利１.０％で複利運用し、積み立てた金額を２０２９年４月１日から２０３３年３月

末までの４年間は年利２.０％で複利運用する。

・ ２０２９年４月１日から２０３３年３月末までの４年間、毎年３月末に一定金額を積み立てな

がら、年利２.０％で複利運用する。

・ ２０３３年３月末に退職一時金１,６００万円（手取り額）を受け取る。

・ 退職時から３０年間、蓄えた資金と受け取った退職一時金を年利１.０％で複利運用しながら、

毎年３月末に７０万円ずつ取り崩す。

・ 退職時から６年間、年利１.０％で複利運用し、２０３９年３月末にリフォーム資金として５００

万円を取り崩す。
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 １.０４１ １.０６１ １.０８２ ４年 ０.９６１ ０.９４２ ０.９２４

６年 １.０６２ １.０９３ １.１２６ ６年 ０.９４２ ０.９１５ ０.８８８

１０年 １.１０５ １.１６１ １.２１９ １０年 ０.９０５ ０.８６２ ０.８２０

３０年 １.３４８ １.５６３ １.８１１ ３０年 ０.７４２ ０.６４０ ０.５５２

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 ４.０６０ ４.０９１ ４.１２２ ４年 ３.９０２ ３.８５４ ３.８０８

６年 ６.１５２ ６.２３０ ６.３０８ ６年 ５.７９５ ５.６９７ ５.６０１

１０年 １０.４６２ １０.７０３ １０.９５０ １０年 ９.４７１ ９.２２２ ８.９８３

３０年 ３４.７８５ ３７.５３９ ４０.５６８ ３０年 ２５.８０８ ２４.０１６ ２２.３９６

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 ０.２５６ ０.２５９ ０.２６３ ４年 ０.２４６ ０.２４４ ０.２４３

６年 ０.１７３ ０.１７６ ０.１７９ ６年 ０.１６３ ０.１６１ ０.１５９

１０年 ０.１０６ ０.１０８ ０.１１１ １０年 ０.０９６ ０.０９３ ０.０９１

３０年 ０.０３９ ０.０４２ ０.０４５ ３０年 ０.０２９ ０.０２７ ０.０２５

１．２８万円

２．３０万円

３．３１万円

４．３５万円
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（問題８）

（設問Ｄ）有馬さんは２０２３年３月末に定年退職を迎え、退職一時金を受け取る。定年後の６年間は、

雇用形態は変わるものの引き続き就労して、２０２９年３月末にリタイアする予定である。

リタイア後の２０２９年４月１日以降は、退職一時金と自助努力で準備した老後のための資

金を、複利運用しながら取り崩して生活費などに充てる計画を立てている。以下の＜条件＞

に基づく場合、２０３９年４月１日から２０５９年３月末までの２０年間、毎年３月末に取

り崩すことができる一定金額（最大額）として、正しいものはどれか。なお、運用益につい

ての税金等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、

計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り捨て

ること。

＜条件＞

［リタイア前］

・ 退職一時金と自助努力で準備した老後のための資金の合計は１,５００万円（２０２３年３月末

時点）である。

・ ２０２３年４月１日から２０２９年３月末までの６年間、上記の資金を年利２.０％で複利運用

する。

・ ２０２３年４月１日から２０２６年３月末までの３年間は毎年３月末に７０万円を、２０２６

年４月１日から２０２９年３月末までの３年間は毎年３月末に５０万円を積み立てながら、年

利２.０％で複利運用して、追加の老後資金を準備する。

［リタイア後］

・ ２０２９年４月１日から２０３９年３月末までの１０年間、年利１.５％で複利運用しながら毎

年３月末に１００万円を取り崩す。

・ ２０３９年４月１日から２０５９年３月末までの２０年間、年利１.０％で複利運用しながら毎

年３月末に一定金額を取り崩す。
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

３年 １.０３０ １.０４６ １.０６１ ３年 ０.９７１ ０.９５６ ０.９４２

６年 １.０６２ １.０９３ １.１２６ ６年 ０.９４２ ０.９１５ ０.８８８

１０年 １.１０５ １.１６１ １.２１９ １０年 ０.９０５ ０.８６２ ０.８２０

２０年 １.２２０ １.３４７ １.４８６ ２０年 ０.８２０ ０.７４２ ０.６７３

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

３年 ３.０３０ ３.０４５ ３.０６０ ３年 ２.９４１ ２.９１２ ２.８８４

６年 ６.１５２ ６.２３０ ６.３０８ ６年 ５.７９５ ５.６９７ ５.６０１

１０年 １０.４６２ １０.７０３ １０.９５０ １０年 ９.４７１ ９.２２２ ８.９８３

２０年 ２２.０１９ ２３.１２４ ２４.２９７ ２０年 １８.０４６ １７.１６９ １６.３５１

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

３年 ０.３４０ ０.３４３ ０.３４７ ３年 ０.３３０ ０.３２８ ０.３２７

６年 ０.１７３ ０.１７６ ０.１７９ ６年 ０.１６３ ０.１６１ ０.１５９

１０年 ０.１０６ ０.１０８ ０.１１１ １０年 ０.０９６ ０.０９３ ０.０９１

２０年 ０.０５５ ０.０５８ ０.０６１ ２０年 ０.０４５ ０.０４３ ０.０４１

１．５９万円

２．６３万円

３．７３万円

４．７７万円
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問４

住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｇについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。

（問題９）

（設問Ａ）最上さんは、住宅ローンの借換えを検討しており、ＣＦＰ認定者に相談した。以下の＜現

在の住宅ローン＞について、借入れから１４年経過した時点（返済回数１６８回終了後）で、

＜借換え後の住宅ローン＞に借換えを行った場合、削減される年間の返済額（元利合計）と

して、正しいものはどれか。なお、借換えのための諸費用については考慮しないこと。また、

計算に当たっては次の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨

五入し、解答に当たっては万円未満を切り捨てること。

＜現在の住宅ローン＞

借 入 額：３,８００万円

金  利：年２.６０％（全期間固定）

返済期間：３０年（返済回数３６０回）

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）

＜借換え後の住宅ローン＞

借 入 額：＜現在の住宅ローン＞の返済回数１６８回終了後の残高

金  利：年１.２０％（全期間固定）

返済期間：１６年（返済回数１９２回）

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）
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＜係数表（１ヵ月用)＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.２０％ ２.６０％ 期間 １.２０％ ２.６０％

１４年 １.１８２８４ １.４３８５１ １４年 ０.８４５４２ ０.６９５１６

１６年 １.２１１５５ １.５１５２０ １６年 ０.８２５３９ ０.６５９９８

３０年 １.４３３０７ ２.１７９６３ ３０年 ０.６９７８０ ０.４５８７９

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.２０％ ２.６０％ 期間 １.２０％ ２.６０％

１４年 １８２.８３７３１ ２０２.３８８１５ １４年 １５４.５７５２０ １４０.６９３１４

１６年 ２１１.５５４２８ ２３７.７８６３９ １６年 １７４.６１３９５ １５６.９３３６０

３０年 ４３３.０７１６１ ５４４.４４５７０ ３０年 ３０２.１９８１６ ２４９.７８７８６

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.２０％ ２.６０％ 期間 １.２０％ ２.６０％

１４年 ０.００６４７ ０.００７１１ １４年 ０.００５４７ ０.００４９４

１６年 ０.００５７３ ０.００６３７ １６年 ０.００４７３ ０.００４２１

３０年 ０.００３３１ ０.００４００ ３０年 ０.００２３１ ０.００１８４

１．１６万円

２．１８万円

３．３５万円

４．８７万円
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（問題１０）

（設問Ｂ）西里さん（会社員・年収７８０万円）は、住宅購入を計画しており、ＣＦＰ認定者に以下

の＜条件＞に基づくシミュレーションを依頼した。このシミュレーションにおける購入可能

な物件価格の上限として、正しいものはどれか。なお、計算過程で端数が生じた場合は円未

満を四捨五入し、住宅ローンの借入額および物件価格については１０万円未満を切り捨てる

こと。また、消費税および贈与税については考慮しないものとする。

＜条件＞

・ 用意した住宅購入資金７００万円と父から贈与される１４０万円を住宅購入に充てる。これら

の資金で不足する分については、住宅ローンを利用する。

・ 住宅ローンの借入額については、年間元利合計返済額が現在の年収の１５％となるようにする。

・ 住宅ローンの条件は、金利年１.３５％（全期間固定）、返済期間３０年（返済回数３６０回）、

元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）とする。

・ 借入額１００万円当たりの毎月の元利合計返済額は３,３７９円とする。

・ 住宅購入のための諸費用は物件価格の８％とし、上記で準備した資金の中から充てるものとす

る。

１．２,７９０万円

２．３,３１０万円

３．３,４４０万円

４．３,７２０万円
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（問題１１）

（設問Ｃ）下表の４人のうち、２０２２年分の所得税について、住宅借入金等特別控除（以下「住宅ロ

ーン控除」という）の適用を受けることができる人は誰か。なお、「特例特別特例取得」に

ついては考慮しないものとする。また、記載のない事項については、住宅ローン控除の適用

要件を満たしているものとする。

Ａさん

２０２１年に住宅を購入し、住宅ローンは夫との連帯債務とした。取得した住宅の持

分割合および住宅ローンの返済割合は、Ａさんが１０分の１、夫が１０分の９であ

る。

Ｂさん

２０２１年７月１５日に住宅ローンを借り入れて住宅を購入し、２０２２年３月１５

日に当該住宅を居住の用に供し、２０２２年１２月３１日まで引き続き当該住宅に居

住する。

Ｃさん

２０１５年に住宅を購入し２０１８年分までは住宅ローン控除の適用を受けていた

が、勤務先からの転任命令により、２０１９年４月から家族とともに転居し、その家

屋を居住の用に供しなくなった。２０２２年４月に転居先から戻り、再び家族ととも

にその家屋を居住の用に供している。その間賃貸はしていない。

Ｄさん

２０１８年に償還期間が２０年の住宅ローンを借り入れて住宅を購入し、住宅ローン

控除の適用を受けていた。２０２２年３月に期間短縮型の繰上げ返済を行った結果、

住宅ローンの償還期間（当初の契約による最初の返済月から短縮後の最終の返済月ま

での期間）が８年となった。

１．ＡさんとＢさんとＣさん

２．ＢさんとＣさんとＤさん

３．ＡさんとＣさん

４．ＢさんとＤさん
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（問題１２）

（設問Ｄ）会社員の成田健司さんはパート勤務の妻と３人の子の５人家族である。以下の＜資料＞に基

づき、健司さんが受け取ることができる児童手当の月額として、正しいものはどれか。なお、

児童手当の支給要件は満たしているものとする。また、妻と３人の子は児童手当の金額の計

算上、扶養親族等に該当するものとし、記載のない事項は考慮しないものとする。

＜資料＞

［成田家のデータ］

氏名 続柄 年齢 備考

成田 健司 本人 ４５歳 前年の給与所得は７６０万円である。

成田 文香 妻 ４３歳 前年のパートによる年間収入は９０万円である。

成田 彩音 長女 １４歳 中学２年生

成田 花梨 二女 １３歳 中学１年生

成田 杏奈 三女 １０歳 小学４年生

※上記に記載されているもの以外の収入はない。

［児童手当の金額］

支給対象児童 １人当たりの月額

０歳～３歳未満 １５,０００円（一律）

３歳～小学校修了前 １０,０００円（第３子以降は１５,０００円※）

中学生 １０,０００円（一律）

※第３子以降とは、養育している１８歳の到達年度の末日までにある子のうち、第３子以降（出生

順で数える）をいう。

［手当を受け取る人の扶養親族等の数に応じた所得制限限度額］

扶養親族等の数 所得制限限度額

０人 ６２２万円

１人 ６６０万円

２人 ６９８万円

３人 ７３６万円

４人 ７７４万円

５人 ８１２万円

※手当を受け取る人の所得が所得制限限度額を超える場合、特例給付として中学校修了前の児童１

人につき月額５,０００円を支給する。

１．１５,０００円

２．２５,０００円

３．３０,０００円

４．３５,０００円
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（問題１３）

（設問Ｅ）日本政策金融公庫の教育一般貸付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．借入申込人の世帯で扶養する子が２人以内の場合、世帯のいずれかの人が自宅外通学のとき

は、世帯年収（所得）の上限額が緩和される。

２．融資対象となる学校は、原則として、中学校卒業以上の人を対象とする修業年限が６ヵ月

（外国の教育施設は３ヵ月）以上の教育施設に限られる。

３．対象となる大学等の受験料や受験のための交通費および宿泊費は、大学等の合格前であって

も融資を受けることができる。

４．在学期間中は元金の返済を据え置き、利息のみの返済とすることもできるが、この場合の元

金据置期間は返済期間に含まれない。

（問題１４）

（設問Ｆ）日本学生支援機構（以下「本機構」という）の貸与型奨学金に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。

１．奨学金の申込み時に「機関保証」を選択した場合、保証料は毎月の奨学金の貸与額から差し

引かれ、本機構が奨学生の代わりに保証機関に支払う。

２．緊急採用・応急採用の申込みは、家計急変の事由が発生してから６ヵ月以内に行わなければ

ならない。

３．貸与型奨学金は、経済的理由により修学に困難があると認められ、一定の貸与基準を満たす

学生・生徒本人に貸与される。

４．本機構の海外留学支援制度（協定派遣）に採用された人で、所定の要件を満たす場合、留学

期間が３ヵ月以上１年以内であれば、第一種奨学金（海外協定派遣対象）の貸与を受けるこ

とができる。

（問題１５）

（設問Ｇ）貸金業法の総量規制に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．総量規制の基準となる定期的な収入には、個人が事業として行う不動産の賃貸収入は含まれ

ない。

２．クレジットカードを利用した商品の購入は総量規制の対象とならない。

３．銀行のカードローンによる借入れは、総量規制の対象とならない。

４．健康保険法に基づく高額療養費の貸付は、総量規制の対象となる。
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問５

働き方とその関連法令等に関する以下の設問Ａ～Ｈについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。

（問題１６）

（設問Ａ）労働基準法に基づく労働時間、休憩および休日に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。

１．異なる事業場において労働する労働者についての労働時間に関する規定は、それぞれの事業

場ごとに適用され、通算はされない。

２．１日の労働時間が６時間を超え８時間以下の場合、使用者は労働者に労働時間の途中に少な

くとも１時間の休憩時間を与えなければならない。

３．使用者は労働者に少なくとも毎週１回休日を与えなければならず、４週間を通じ４日以上の

休日を与えるものとすることはできない。

４．代休とは、会社の休日と定められた日に労働させ、事後に代わりの休日を与えることであり、

労働させた日については休日労働としての割増賃金を支給しなければならない。

（問題１７）

（設問Ｂ）労働基準法に基づく年次有給休暇に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．使用者は、年次有給休暇の付与日数が１０労働日以上ある労働者に対して、年次有給休暇の

基準日から１年以内の期間に、労働者ごとに時季を指定して３日の年次有給休暇を取得させ

なければならない。

２．育児・介護休業法に規定する育児休業期間は、年次有給休暇の付与要件の出勤率の算定上、

出勤したものとみなされる。

３．使用者は、労働者が請求した時季に年次有給休暇を与えることが事業の正常な運営を妨げる

場合、他の時季に年次有給休暇を与えることができる。

４．年次有給休暇を行使できる権利は、それを行使することができる時から２年間行使しない場

合、時効によって消滅する。
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（問題１８）

（設問Ｃ）労働基準法および育児・介護休業法に基づく労働者の出産や育児に係る休業等に関する次の

記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．女性労働者は、出産予定日の６週間前（多胎妊娠の場合は１４週間前）から産前休業を取得

しなければならず、その間は本人が希望しても就業することはできない。

２．女性労働者は、出産の翌日から８週間は産後休業を取得しなければならないが、産後６週間

を経過した後に本人が就業を希望した場合、医師が支障ないと認めた業務に就くことができ

る。

３．男性労働者は、配偶者の産後休業が終了する前に育児休業を取得することはできない。

４．子の看護休暇は、小学校修了前の子を養育する労働者が、勤務先の事業主に申し出ることに

より、１年度において５労働日（養育する小学校修了前の子が２人以上の場合は１０労働

日）を限度として取得することができる。

（問題１９）

（設問Ｄ）労働安全衛生法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、常時使用する

労働者が５０人以上の事業場であるものとする。

１．事業者は、特定業務従事者を除く常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、医師に

よる定期健康診断を行わなければならない。

２．労働者は、事業者の指定した医師以外の医師が行う健康診断を受け、その結果を証明する書

面を事業者に提出したときは、事業者が行う健康診断を受ける必要がない。

３．事業者は、一定の労働時間を超えた労働者に対し、人事に関して権限をもつ監督的地位にあ

る者による面接指導を行わなければならない。

４．事業者は、常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、医師等による心理的な負担の

程度を把握するための検査（ストレスチェック）を行わなければならない。
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（問題２０）

（設問Ｅ）筒井さん（５９歳）は、２０２２年５月末日に取締役営業部長（使用人兼務役員）として

１２年間継続勤務していたＱＡ株式会社を自己都合により退職した。以下の＜資料＞に基づ

いて計算した筒井さんに支給される雇用保険の基本手当の日額として、正しいものはどれか。

なお、筒井さんはこれまで基本手当を受けたことはない。また、解答に当たっては円未満を

切り捨てること。

＜資料＞

［筒井さんの２０２１年１２月から２０２２年５月までの給与等の状況］ （単位：円)

月別実出勤日数 基本給 役職手当 役員報酬 通勤手当

１２月分 ２１日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

１月分 ２０日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

２月分 １８日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

３月分 ２２日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

４月分 ２０日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

５月分 １９日 ３０１,５００ ４０,５００ ２０８,５００ ９,０００

合計 １２０日 １,８０９,０００ ２４３,０００ １,２５１,０００ ５４,０００

※その他の支給額：退職金（５月末日）３,５００,０００円

※賃金締切日は月の末日、賃金支払日は当月末日であるものとする。

※便宜上、実出勤日数と賃金支払基礎日数は同じであるものとする。

［基本手当の日額の計算式（離職時の年齢が４５歳以上５９歳以下）］

賃金日額（Ｗ） 基本手当の日額

２,５７７円以上  ４,９７０円未満 ０.８Ｗ

４,９７０円以上 １２,２４０円以下 ０.８Ｗ－０.３｛（Ｗ－４,９７０）／７,２７０｝Ｗ

１２,２４０円超  １６,５３０円以下 ０.５Ｗ

１６,５３０円（上限額）超 ８,２６５円（上限額）

１．５,９８２円

２．６,１１０円

３．７,７６２円

４．８,２６５円
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（問題２１）

（設問Ｆ）雇用保険の高年齢求職者給付金に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の

組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

・ 高年齢求職者給付金を受給するには、離職日の年齢が６５歳以上で、離職日以前１年間に被保

険者期間が通算して（ ア ）以上なければならない。また、離職日の翌日から起算して

（ イ ）を経過する日までに、公共職業安定所で求職の申込みをしたうえで、失業の認定を

受けなければならない。

・ 高年齢求職者給付金の額は、原則として、被保険者期間が１年未満の場合、基本手当日額の

（ ウ ）分相当が一括で支給される。

１．（ア）３ヵ月 （イ）１年 （ウ）５０日

２．（ア）６ヵ月 （イ）１年 （ウ）３０日

３．（ア）３ヵ月 （イ）２年 （ウ）３０日

４．（ア）６ヵ月 （イ）２年 （ウ）５０日

（問題２２）

（設問Ｇ）雇用保険の介護休業給付金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．介護休業給付金は、雇用保険の高年齢被保険者には支給されない。

２．介護休業給付金の額は、介護休業期間中に賃金が支払われなかった場合、支給単位期間１ヵ

月ごとに、休業開始時賃金日額に支給日数を乗じた額の１００分の５０に相当する額である。

３．介護休業給付金における対象家族に、被保険者の兄弟姉妹は含まれない。

４．介護休業給付金は、同一の対象家族を介護するために夫と妻が同時に介護休業を取得した場

合、夫婦それぞれに支給される。

（問題２３）

（設問Ｈ）産前産後および育児休業期間の社会保険料免除に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。

１．国民年金の第１号被保険者の産前産後の保険料の免除期間は、出産予定日または出産日が属

する月の前月から４ヵ月である。

２．国民年金の第１号被保険者の産前産後の保険料の免除期間は、保険料全額免除期間とされる。

３．産前産後休業期間に係る厚生年金保険料の免除期間は、産前産後休業を開始した日の属する

月から、産前産後休業が終了する日の翌日が属する月の前月までである。

４．育児休業期間に係る厚生年金保険料の免除期間は、育児休業等を開始した日の属する月から、

育児休業等が終了する日の翌日が属する月の前月までである。
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問６

社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。以下、全国健康保険協会管掌健康保険を「協会けんぽ」とします。

（問題２４）

（設問Ａ）個人事業主の佐久間勝利さんは、妻の絵里さんと２人でＫＬ市に居住している。以下の＜資

料＞に基づき、勝利さんが支払う２０２２年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）と

して、正しいものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計算

に当たっては、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分のそれぞれの世帯合計額について、

百円未満の端数を切り捨てること。

＜資料＞

［佐久間家のデータ］

氏名 続柄 年齢 備考

佐久間 勝利 本人（世帯主） ６２歳 前年の総所得金額（事業所得）３６４万円

佐久間 絵里 妻 ６６歳 前年の公的年金収入１３０万円

※世帯は２人のみであり、上記以外の収入はない。

［ＫＬ市の国民健康保険料（年額）］

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除４３万円

項目 所得割の率 均等割（１人当たり) 平等割（１世帯当たり)

医療分 ９.３７％ ２７,２００円 ２２,２００円

後期高齢者支援金等分 ２.６６％ ７,５００円 ６,４００円

介護分 ２.１１％ １４,７００円 なし

※医療分と後期高齢者支援金等分は、すべての被保険者について賦課される。介護分は、４０歳以

上６５歳未満の被保険者について賦課される。

※限度額については、考慮しないものとする。

［公的年金等控除額］

納税者区分 公的年金等の収入金額

公的年金等控除額

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る

合計所得金額 １,０００万円 以下

６５歳未満の者 １３０万円 以下 ６０万円

６５歳以上の者 ３３０万円 以下 １１０万円

１．５６６,４００円

２．５８１,１００円

３．５９０,６００円

４．６０９,５００円
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（問題２５）

（設問Ｂ）ＺＡ株式会社に勤務する柴田さんに支給された２０２１年３月から１０月までの給与は、以

下の＜資料＞のとおりである。＜資料＞に基づく柴田さんの健康保険および厚生年金保険の

標準報酬月額の定時決定および随時改定に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはま

る語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。

＜資料＞

［２０２１年３月から１０月までの給与等の状況］ （単位：円）

基本給 家族手当 基本給 家族手当

３月支給分 ２００,０００ ０ ７月支給分 ２０５,０００ １０,０００

４月支給分 ２００,０００ １０,０００ ８月支給分 ２６５,０００ １０,０００

５月支給分 ２０５,０００ １０,０００ ９月支給分 ２６５,０００ １０,０００

６月支給分 ２０５,０００ １０,０００ １０月支給分 ２６５,０００ １０,０００

※柴田さんは、資格取得時決定、育児休業等終了時改定および産前産後休業終了時改定の対象者で

はない。

※２０２１年３月の標準報酬月額は、２００,０００円である。

※ＺＡ社の昇給は、年１回４月に行われ、５月支給分から反映される。

※結婚による家族手当が４月支給分から反映された。また、７月に昇格し、８月支給分からその昇

給分が反映された。

※２０２１年３月支給分から１０月支給分について、報酬の支払基礎日数は、いずれの月も１７日

以上であるものとする。

※上記以外に給与の支払いはない。

［標準報酬月額等級表］ （単位：円）

標準報酬 報酬月額

健康保険等級 厚生年金保険等級 月額 以上 未満

１７ １４ ２００,０００ １９５,０００～２１０,０００

１８ １５ ２２０,０００ ２１０,０００～２３０,０００

１９ １６ ２４０,０００ ２３０,０００～２５０,０００

２０ １７ ２６０,０００ ２５０,０００～２７０,０００

２１ １８ ２８０,０００ ２７０,０００～２９０,０００

柴田さんは、（ ア ）から定時決定により標準報酬月額が変動し、（ イ ）から随時改定により

標準報酬月額が（ ウ ）となる。

１．（ア）７月 （イ）１０月 （ウ）２６０,０００円

２．（ア）７月 （イ）１１月 （ウ）２６０,０００円

３．（ア）９月 （イ）１０月 （ウ）２８０,０００円

４．（ア）９月 （イ）１１月 （ウ）２８０,０００円
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（問題２６）

（設問Ｃ）以下の＜資料＞に基づき、大久保さん（４２歳）の２０２２年５月の給与から源泉徴収され

た所得税額として、正しいものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないもの

とする。

＜資料＞

［大久保さんのデータ］

・ 大久保さんはＹＲ株式会社の正社員で、協会けんぽの被保険者である（役員ではない）。

・ 標準報酬月額は３２万円である。

・ ２０２２年５月の給与の総支給額（源泉所得税・社会保険料控除前）は３３万円である。

・ 扶養親族等はない。

［健康保険・厚生年金保険標準報酬月額表（被保険者負担分）］ （単位：円）

標準報酬月額
報酬月額 保険料

以上 未満 健康保険 介護保険 厚生年金保険

２８０,０００ ２７０,０００～２９０,０００ １４,４０６ ２,５２０ ２５,６２０

３００,０００ ２９０,０００～３１０,０００ １５,４３５ ２,７００ ２７,４５０

３２０,０００ ３１０,０００～３３０,０００ １６,４６４ ２,８８０ ２９,２８０

［雇用保険料（被保険者負担分）］ ９９０円

［給与所得の源泉徴収税額表］ （単位：円）

その月の社会保険料等

控除後の給与等の金額

扶養親族等の数

０人

以上 未満 税額

２６９,０００ ２７２,０００ ７,２８０

２７２,０００ ２７５,０００ ７,３９０

２７５,０００ ２７８,０００ ７,４９０

２７８,０００ ２８１,０００ ７,６１０

２８１,０００ ２８４,０００ ７,７１０

２８４,０００ ２８７,０００ ７,８２０

２８７,０００ ２９０,０００ ７,９２０

１．７,２８０円

２．７,６１０円

３．７,７１０円

４．７,８２０円
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（問題２７）

（設問Ｄ）健康保険および厚生年金保険における適用事業所に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。

１．個人の事業所であって常時使用する従業員が６人の運送業は強制適用事業所とされないが、

厚生労働大臣の認可を受けることにより適用事業所となることができる。

２．個人の事業所であって常時使用する従業員が８人の建設業は、強制適用事業所とされる。

３．常時使用する従業員が１人の個人の事業所の事業主が法人を設立し、個人の事業所を廃止し

て法人の事業所として活動を始めた場合、その法人の事業所は強制適用事業所とされる。

４．強制適用事業所に該当する個人の事業所が、従業員の退職により常時使用する従業員が５人

未満となったときは、任意適用事業所の認可があったものとみなされる。

（問題２８）

（設問Ｅ）介護保険法に基づく介護保険制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．第２号被保険者は、１６の特定疾病のいずれかに該当し、要介護の状態となった場合に介護

サービスを利用することができるが、要支援の状態となったときに介護予防サービスを利用

することはできない。

２．第１号被保険者の保険料の徴収方法には、老齢（退職）年金等からの特別徴収と市区町村に

よる普通徴収があり、被保険者が任意で選択することができる。

３．要支援の認定を受けた人に支給される予防給付では、施設サービスに係る費用が支給される。

４．介護給付の居宅介護住宅改修費は、住宅を介護に適した状態に改修する場合に、改修費とし

て２０万円を上限に支給される。
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（問題２９）

（設問Ｆ）ＴＥ株式会社に勤務している荒木さん（５８歳）は、２２歳から雇用保険に加入している。

荒木さんは、６０歳の定年で退職するか、定年後も会社の継続雇用制度を利用して勤め続け

るかを検討している。定年後の荒木さんの雇用保険に関するＣＦＰ認定者が行った次の説

明の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

なお、記載のない事項については、要件を満たしているものとする。

・ ｢荒木さんが６０歳で定年退職して雇用保険の基本手当を受給する場合、一定期間求職の申込み

を希望しないときは、申出により（ ア ）を限度として基本手当の受給期間を延長すること

ができます。」

・ ｢荒木さんが会社の継続雇用制度を利用して勤め続ける場合、支給対象月に支払われた賃金が、

６０歳時点のみなし賃金日額を３０倍した額と比較して（ イ ）未満に低下したときは、原

則として高年齢雇用継続基本給付金を受給することができます。なお、給付額として算出され

た額が賃金日額の下限額の（ ウ ）に相当する額を超えない場合は、支給されません。」

１．（ア）６ヵ月 （イ）７５％ （ウ）７５％

２．（ア）６ヵ月 （イ）８０％ （ウ）８０％

３．（ア）１年  （イ）７５％ （ウ）８０％

４．（ア）１年  （イ）８０％ （ウ）７５％
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問７

全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題３０）

（設問Ａ）協会けんぽの任意継続被保険者に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．任意継続被保険者となるには、被保険者資格を喪失した日の前日まで継続して１年以上被保

険者であったことが必要である。

２．任意継続被保険者は、初めて納付すべき保険料を除き、正当な理由がなく納付期日までに保

険料を納付しなかったときは、その翌日に被保険者資格を喪失する。

３．任意継続被保険者は、後期高齢者医療の被保険者となったときは、その日に被保険者資格を

喪失する。

４．任意継続被保険者は、本人が希望すれば、被保険者資格を喪失することができる。

（問題３１）

（設問Ｂ）協会けんぽの被扶養者に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載のな

い事項については、被扶養者になる要件を満たしているものとする。

１．被保険者と同一世帯に属している配偶者（４８歳、障害者ではない）の年間収入が１２０万

円で、かつ、被保険者の年間収入が３００万円である場合、配偶者は被扶養者となることが

できる。

２．被保険者と同一世帯に属している母（５９歳、障害者ではない）の年間収入が１５０万円で、

かつ、被保険者の年間収入が３００万円である場合、母は被扶養者となることができる。

３．被保険者と同一世帯に属していない子（１８歳、障害者ではない）の年間収入が１００万円

で、かつ、被保険者からの援助による収入の年額が８０万円である場合、子は被扶養者とな

ることができる。

４．被保険者と同一世帯に属していない父（６８歳、障害者ではない）の年間収入が１９０万円

で、かつ、被保険者からの援助による収入の年額が１５０万円である場合、父は被扶養者と

なることができる。
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（問題３２）

（設問Ｃ）協会けんぽの被保険者である細川さんは、私傷病により労務不能となり、２０２２年３月４

日から３月２１日まで連続１８日間休業した。３月２２日より職場に復帰したが、同一の傷

病により再度労務不能となり、２０２２年４月１日から４月２７日まで連続２７日間休業し

た。この場合、細川さんが受け取ることができる傷病手当金の合計額として、正しいものは

どれか。なお、細川さんが請求した傷病手当金の１日当たりの額は以下の＜資料＞に基づい

て計算するものとし、休業期間中の報酬は支払われないものとする。また、細川さんは傷病

手当金の支給要件をすべて満たしているものとする。

＜資料＞

［細川さんの標準報酬月額等の状況］

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

３０
×

２

３

１．２３５,５６０円

２．２４８,９３４円

３．２５３,６８０円

４．２７１,８００円

被保険者

資格取得

▲
休業開始

▲
傷病手当金

支給開始

▲

▼

２０２０年

４月１日
▼

２０２２年

３月４日
▼

２０２２年

３月７日
▼

２０２１年

９月１日

標準報酬月額

２６万円
標準報酬月額２８万円

▼

２０２１年

４月１日

標準報酬月額

２２万円

１０円未満四捨五入
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（問題３３）

（設問Ｄ）以下の＜資料＞に基づき、川久保武さんが２０２２年５月に支払った医療費に係る協会けん

ぽの高額療養費（世帯合計額）を請求した場合、払い戻される額として、正しいものはどれ

か。なお、健康保険限度額適用認定証を提示していないものとし、多数回該当および入院時

の食事代等、記載のない事項については考慮しないものとする。また、特定疾病に係る高額

療養費の支給はないものとする。

＜資料＞

［川久保家の２０２２年５月の医療費等］

氏名 続柄 年齢 医療機関 入院／外来 医療費 一部負担金

川久保 武
本人

(世帯主)
４５歳 ＱＡ医院 入院 ３０万円 ９万円

川久保 正義 父 ７４歳 ＱＢクリニック 外来 １０万円 ２万円

川久保 雅代 母 ７２歳 ＱＣ病院
外来 １０万円 ２万円

入院 ２５万円 ５万円

［川久保家のデータ］

・ 武さんは協会けんぽの被保険者であり、標準報酬月額は４４万円である。

・ 正義さんおよび雅代さんは、武さんが加入している協会けんぽの被扶養者である。

・ 正義さんおよび雅代さんの所得区分は「一般」である。

［７０歳未満の高額療養費に係る自己負担限度額（月額）］

所得区分 自己負担限度額（月額）

標準報酬月額２８万～５０万円 ８０,１００円＋（総医療費－２６７,０００円）×１％

［７０歳以上７５歳未満の自己負担限度額と所得区分］

所得区分 外来の限度額（個人ごと） 外来＋入院の限度額（世帯ごと）

一般 １８,０００円 ５７,６００円

［高額療養費の計算方法］

① ７０歳から７４歳までの人の外来に係る一部負担金について、個人単位で払い戻される額を計算

② ７０歳から７４歳までの人の入院に係る一部負担金と、①によってもなお残る負担金を合計し、

７０歳以上の世帯単位で払い戻される額を計算

③ ７０歳未満の人の一部負担金（２１,０００円以上のものに限る）と②によってもなお残る負担

金を合計した世帯全体の負担金から、世帯全体の自己負担限度額（７０歳未満の自己負担限度

額による）を除き、払い戻される額を計算

④ 世帯全体で払い戻される額：①＋②＋③

１．７７,０７０円

２．９１,０７０円

３．９５,０７０円

４．９９,５７０円
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問８

公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｉについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］

生年月日
男子 女子

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分
昭２９.４.２～昭３０.４.１ － ６１歳 － ６０歳
昭３０.４.２～昭３１.４.１ － ６２歳 － 〃
昭３１.４.２～昭３２.４.１ － 〃 － 〃
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳）

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］

（１）定額部分：１,６２８円×被保険者期間の月数（上限４８０月）

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ）

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分

平均標準報酬月額 ×
７.１２５

１０００
×

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分

平均標準報酬額 ×
５.４８１

１０００
×

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数

［経過的加算の額の計算式］

定額部分相当額－７８０,９００円×
２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数

４８０月

［老齢厚生年金の配偶者の加給年金額］ ３９０,５００円

［老齢基礎年金の満額］ ７８０,９００円

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］

受給権者の生年月日 振替加算額

１９５９（昭和３４）年４月２日～１９６０（昭和３５）年４月１日 ２６,９６４円

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２０,８９７円

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １５,０５５円
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（問題３４）

（設問Ａ）会社員の藤原誠一さんが６４歳に達する日に会社を退職する場合、以下の＜資料＞に基づき

誠一さんが退職後に受け取ることができる特別支給の老齢厚生年金の額として、正しいもの

はどれか。

＜資料＞

［藤原さん夫婦のデータ］

氏名 続柄 備考

藤原 誠一 本人

・ １９５９（昭和３４）年７月１２日生まれ（６２歳）

・ １９８２（昭和５７）年４月にＨＡ社に入社（厚生年金加入）し、

６４歳に達する日まで継続して働く予定である。

藤原 涼子 妻

・ １９６２（昭和３７）年８月１８日生まれ（５９歳）

・ １９８５（昭和６０）年４月にＨＢ社に入社（厚生年金加入）し、

１９８９（平成元）年３月末日に退職。その後は専業主婦である。

誠一さんに生計を維持されており、今後も変わらないものとする。

［誠一さんの厚生年金加入歴等］

※国民年金加入歴を含め、誠一さんに上記以外の公的年金加入期間はない。また、誠一さんは障害

の状態にないものとする。

１．１,１７３,０８５円

２．１,３２０,４１４円

３．１,５４４,１３０円

４．１,７１０,９１４円

▼

６０歳
▲

退職
▲

２００３年
（平成１５年）

４月

▼

被保険者期間

２５２月

平均標準報酬月額

３２万円

被保険者期間

１９５月

平均標準報酬額

５６万円

１９８２年
（昭和５７年）

４月

被保険者期間

４８月

平均標準報酬額

５６万円

入社
▲
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（問題３５）

（設問Ｂ）（問題３４）の涼子さんの公的年金加入歴等が以下の＜資料＞のとおりである場合、涼子さ

んが６５歳時に受け取ることができる老齢給付の額として、正しいものはどれか。

＜資料＞

［涼子さんの公的年金加入歴等］

※国民年金加入歴を含め、涼子さんに上記以外の公的年金加入期間はない。また、涼子さんは障害

の状態にないものとする。

１．８０９,７２１円

２．８２９,３９５円

３．８２９,４４９円

４．８４１,３５８円

▼

６０歳
▲

１９８９年
（平成元年）

４月

▼

厚生年金被保険者期間

４８月

平均標準報酬月額

２５万円

国民年金第３号被保険者期間

４００月

１９８５年
（昭和６０年）

４月

入社
▲
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（問題３６）

（設問Ｃ）以下の＜資料＞に基づき、北山夢子さん（１９５７（昭和３２）年６月２５日生まれ）が

６５歳時に受け取ることができる老齢基礎年金および付加年金の合計額として、正しいもの

はどれか。

＜資料＞

［夢子さんの公的年金加入歴等］

［夢子さんのデータ］

・ 夢子さんは、現在独身である。

・ 第１号被保険者期間のうち、保険料納付済期間については、付加保険料も納付していた。

・ 第１号被保険者期間のうち、全額免除期間に係る保険料の追納はしていない。

・ 任意加入被保険者期間についてすべて保険料を納付しているが、付加保険料は納付していな

い。

［保険料全額免除期間の老齢基礎年金額への反映割合］

免除月数×１／２

１．６８８,０３１円

２．７２５,５８６円

３．７５７,９８６円

４．８０８,４１９円

▼

６５歳
▲▲

▼

国民

年金

未加入

３４月

６月

２０歳
▲

▼

４月

厚生年金

被保険者

４３月

１１月

▼

国民

年金

未加入

２９月

４月

年

(平成10年)

１０月

▼

年

(平成24年)

４月

国民年金

第１号

全額免除

６２月

６０歳

年

(平成29年)

６月

▼

年

(令和4年)

６月

▼

国民年金

任意加入

被保険者

６０月

▼

国民年金

第３号

被保険者

１５０月

国民年金

第１号

納付済

１６２月
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（問題３７）

（設問Ｄ）ＺＢ株式会社に勤務している野村直樹さんは、事故によって障害の状態となり、現在、障害

年金を受給している。以下の＜資料＞に基づき、直樹さんが現在受給している障害基礎年金

と障害厚生年金の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。

＜資料＞

［直樹さんのデータ］

・ １９７５（昭和５０）年５月２７日生まれ（４７歳）

・ 障害等級は１級である。

・ 妻（４８歳）、長男（１９歳）および長女（１７歳）と同居している。

・ 妻、長男および長女はいずれも障害者ではなく、直樹さんに生計を維持されている。

［直樹さんの厚生年金加入歴等］

［障害厚生年金（２級）の年金額の計算式］

報酬比例部分の年金額＝①＋②

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分

平均標準報酬月額 ×
７.１２５

１０００
×

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分

平均標準報酬額 ×
５.４８１

１０００
×

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数

※被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみなして計算する。

［配偶者の加給年金額］ ２２４,７００円

［障害基礎年金（２級）の年金額］ ７８０,９００円

［子の加算額］ 第１子、第２子 １人当たり２２４,７００円

１．障害基礎年金 １,２００,８２５円  障害厚生年金 １,０９８,２２９円

２．障害基礎年金 １,２００,８２５円  障害厚生年金 １,１７４,１８８円

３．障害基礎年金 １,４２５,５２５円  障害厚生年金 １,０９８,２２９円

４．障害基礎年金 １,４２５,５２５円  障害厚生年金 １,１７４,１８８円

被保険者期間 ２１６月

平均標準報酬額 ５０万円

▼
２００３（平成１５）年４月

被保険者期間 ６０月

平均標準報酬月額 ２５万円

入社
▲

初診日
▲

障害認定日
▲
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（問題３８）

（設問Ｅ）ＴＧ株式会社に勤務している五十嵐さんは、２０２２年４月に私傷病のため初めて医師の診

療を受けた。以下の＜資料＞に基づき、障害厚生年金に関するＣＦＰ認定者が五十嵐さん

に行った次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。

＜資料＞

［五十嵐さんのデータ］

・ １９７４（昭和４９）年４月３日生まれ（４８歳・独身）

・ 大学卒業後は、アルバイト勤務をしていた（厚生年金未加入）。

・ ２００９（平成２１）年４月にＴＧ社に入社し、厚生年金に加入している。

※上記以外の公的年金加入期間はない。

１．「五十嵐さんが２０２２年９月に退職する場合、退職後に障害等級に該当する障害の状態に

なったとしても障害厚生年金は支給されません。」

２．「五十嵐さんは、保険料納付要件を満たしているため、障害認定日に障害等級に該当する障

害の状態になった場合、障害厚生年金が支給されます。」

３．「五十嵐さんの傷病が、２０２３年３月に治ったときは、その治った日が障害認定日となり

ます。」

４．「五十嵐さんが障害認定日において障害等級に該当する障害の状態になかった場合でも、そ

の後障害の程度が重くなり、６５歳に達する日の前日までの間にその傷病により障害等級に

該当したときは、６５歳に達する日の前日までの間に障害年金の支給を請求することができ

ます。」

厚生年金被保険者期間

１５６月

国民年金第１号被保険者

２０歳
▲

初診日
▲

障害認定日
▲

保険料

未納期間

１２０月

保険料

納付済期間

６０月

入社
▲

厚生年金に

引き続き

加入予定

［五十嵐さんの公的年金加入歴等］
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（問題３９）

（設問Ｆ）ＨＣ株式会社に勤務していた湯本英雄さんは、２０２２年４月１２日に病気のため死亡した。

以下の＜資料＞に基づき、英雄さんが死亡した時点で妻の幸子さんに支給される公的年金の

遺族給付の額として、正しいものはどれか。

＜資料＞

［湯本さん家族のデータ］

氏名 続柄 備考

湯本 英雄 夫

・ １９８１（昭和５６）年９月１２日生まれ（死亡当時４０歳）

・ 高校卒業後の１８歳から死亡するまでＨＣ社に勤務（厚生年金加

入）していた。

湯本 幸子
本人

（妻）

・ １９８２（昭和５７）年１０月１５日生まれ（３９歳）

・ ２５歳の時に英雄さんと結婚し、以後専業主婦として、英雄さんに

生計を維持されていた。

湯本 英太郎 子
・ ２０１３（平成２５）年８月２０日生まれ（８歳・小学生）

・ 英雄さんに生計を維持されていた。

※湯本さん家族は、いずれも障害者ではなく、同一世帯である。

［英雄さんの厚生年金加入歴等］

［遺族厚生年金額の計算式］

（①＋②）×３／４

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分

平均標準報酬月額 ×
７.１２５

１０００
×

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分

平均標準報酬額 ×
５.４８１

１０００
×

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数

※短期要件に基づく遺族厚生年金の額は、被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみ

なして計算する。

▼

死亡
▲

被保険者期間 ３６月
平均標準報酬月額 ２１万円

２０００年
（平成１２年）

４月    

入社
▲

２００３年
（平成１５年）

４月
▼

被保険者期間 ２２８月
平均標準報酬額 ３３万円
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［中高齢寡婦加算の額］ ５８５,７００円

［遺族基礎年金の額］ ７８０,９００円

［子の加算額］ 第１子、第２子 １人当たり ２２４,７００円

１．１,１７８,２７７円

２．１,３５５,２９２円

３．１,４０２,９７７円

４．１,５３５,４３６円

（問題４０）

（設問Ｇ）個人事業主である小山正明さんは、２０２２年４月２０日に病気のため死亡した。以下の

＜資料＞に基づき、正明さんの死亡により妻の真由美さんが受け取ることができる国民年金

の遺族給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

＜資料＞

［小山さん夫婦のデータ］

氏名 続柄 備考

小山 真由美
本人

（妻）

・ １９６８（昭和４３）年９月１５日生まれ（５３歳）

・ ２５歳の時に正明さんと結婚し、以後正明さん死亡時まで正明さ

んに生計を維持されていた。

・ １８歳から７年間厚生年金に加入していたが、２５歳から国民年

金の第１号被保険者として、国民年金の保険料を継続して納付し

ている。付加保険料は納付していない。

小山 正明 夫

・ １９６６（昭和４１）年４月１０日生まれ（死亡当時５６歳）

・ ２０歳から国民年金の第１号被保険者として、国民年金の保険料

と付加保険料を継続して納付していた。

・ 厚生年金の加入歴はない。

・ 障害基礎年金の支給を受けたことはない。

※小山さん夫婦に子はいない。

１．真由美さんが寡婦年金を受給する場合、正明さんが死亡した日の属する月の翌月から受給す

ることができる。

２．真由美さんが寡婦年金を受給している時に老齢基礎年金の繰上げ受給を請求し、その受給権

を取得した場合、寡婦年金の受給権は消滅する。

３．真由美さんが死亡一時金を受給する場合、死亡一時金に８,５００円が加算される。

４．真由美さんが死亡一時金を受給できる場合、その権利はそれを行使することができる時から

２年を経過したときは、時効により消滅する。
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（問題４１）

（設問Ｈ）会社員の小坂さん夫婦は、老齢年金の繰上げ受給を検討している。以下の＜資料＞に基づく

老齢年金の繰上げ受給の請求に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

＜資料＞

［小坂さん夫婦のデータ］

氏名 続柄 備考

小坂 尚人 夫

・ １９６０（昭和３５）年５月６日生まれ（６２歳）

・ １９８２（昭和５７）年４月にＫＰ株式会社に入社（厚生年金加

入）し、６５歳の誕生月の月末まで継続して働く予定である。

・ 特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢は６４歳である。

小坂 佳子 妻

・ １９６３（昭和３８）年３月１９日生まれ（５９歳）

・ １９８５（昭和６０）年４月にＫＺ株式会社に入社（厚生年金加

入）し、６０歳の誕生月の月末まで継続して働く予定である。

・ 特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢は６３歳である。

※小坂さん夫婦に子はいない。

※小坂さん夫婦は障害の状態ではない。

１．尚人さんが、６４歳に達するまでの間に老齢厚生年金の繰上げ受給を請求する場合、同時に

老齢基礎年金についても繰上げ受給を請求しなければならない。

２．尚人さんが、６４歳に達した月に老齢基礎年金の繰上げ受給を請求した場合、この繰り上げ

た老齢基礎年金については在職老齢年金としての調整対象にはならない。

３．佳子さんが、国民年金に任意加入する場合、佳子さんは任意加入中に老齢基礎年金の繰上げ

受給を請求することができる。

４．佳子さんが、老齢年金の繰上げ受給を開始した後、６５歳になるまでの間に尚人さんが死亡

して遺族厚生年金の受給権を取得した場合、６５歳に達するまでは繰上げ受給の老齢年金ま

たは遺族厚生年金のうち選択したいずれか一方のみが支給される。
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（問題４２）

（設問Ｉ）離婚した夫婦間における厚生年金の年金分割制度には合意分割と３号分割がある。離婚時の

年金分割制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．合意分割については、夫婦の協議により２分の１を上限として按分割合を定めるが、按分割

合について合意できない場合、当事者の一方の請求により、家庭裁判所が按分割合を定める

ことができる。

２．３号分割については、国民年金の第３号被保険者であった人の相手方が障害厚生年金の受給

権者である場合、その障害厚生年金の額の計算の基礎となる期間について、分割の請求は認

められない。

３．離婚時の年金分割によるみなし被保険者期間は、老齢厚生年金に加給年金額が加算される要

件である２０年以上の被保険者期間に算入されない。

４．婚姻の届出をしていない事実上の婚姻関係にあった夫婦については、離婚時の年金分割を請

求することはできない。
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問９

企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。

（問題４３）

（設問Ａ）確定給付企業年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、「事業主等」

とは、事業主および基金（基金を設立して確定給付企業年金を実施する場合）のことをいう。

１．５０歳未満の人に対して老齢給付金を支給することを規約に定めることができる。

２．老齢給付金の受給要件を満たしており、かつ支給の請求をしていない加入者または加入者で

あった人は、規約に定めがある場合、支給の繰下げを事業主等に申し出ることができる。

３．３年を超える加入者期間を脱退一時金の支給要件として規約に定めることはできない。

４．退職により加入者資格を喪失し、かつ規約で定める脱退一時金を受け取ることができる中途

脱退者は、脱退一時金相当額を企業年金連合会に移換することを事業主等に申し出ることが

できる。

（問題４４）

（設問Ｂ）確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、企業型確定拠出

年金を「企業型」、個人型確定拠出年金を「個人型」という。

１．企業型の加入者が掛金を拠出する場合（マッチング拠出）、加入者の掛金は事業主掛金の額

を超えることはできず、事業主掛金と加入者掛金の合計額は拠出限度額を超えてはならない。

２．個人型または企業型のマッチング拠出により加入者が拠出した掛金は、所得税の計算上、小

規模企業共済等掛金控除として全額を加入者の所得から控除することができる。

３．企業型の加入者資格を喪失した場合、その翌月から起算して６ヵ月以内に移換等の手続きを

しなければ、積み立てた年金資産は国民年金基金連合会に自動移換される。

４．個人型に加入している国民年金の第３号被保険者が、老齢給付金を一時金で受け取った場合、

その一時金は所得税の計算上、一時所得とされる。
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（問題４５）

（設問Ｃ）自営業者の落合さん（４０歳４ヵ月）は、老後の年金が老齢基礎年金のみであることに不安

を感じており、国民年金基金への加入を検討している。落合さんが現時点で以下の＜資料＞

のとおり国民年金基金に加入した場合、６５歳時点で受給することができる年金額（年額）

として、正しいものはどれか。なお、受給年金額（年額）は百円未満を四捨五入すること。

＜資料＞

［給付の型と加入口数］

給付の型 加入口数 受給年金月額（１口当たり） 給付の内容

１口目 Ａ型 １口 １５,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付

２口目以降
Ａ型 １口 ５,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付

Ⅰ型 １口 ５,０００円 ６５歳～８０歳 １５年確定年金

［加算額の計算］

５０歳未満の人が誕生月以外の月に加入した場合、次年齢に達するまでの月数に応じて年金額に

加算額が加算される。

加算額（年額）＝単位加算額×加算月数×加入口数

※加算月数は、加入の翌月から次年齢に達する月までの月数

加入時年齢
単位加算額

１口目の年金 ２口目以降の年金

４０歳 １口 ９０６円 １口当たり ３０２円

４１歳 １口 ９５１円 １口当たり ３１７円

１．３１２,７００円

２．３１２,１００円

３．３０９,７００円

４．３０６,０００円
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（問題４６）

（設問Ｄ）国民年金基金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．国民年金基金の終身年金の掛金額は、加入時の年齢や選択した給付の型が同じであっても性

別によって異なる。

２．国民年金の第２号被保険者および第３号被保険者は、国民年金基金に加入することができな

い。

３．国民年金基金の加入員が国民年金の保険料を一部免除される場合、原則として国民年金基金

の加入員資格を喪失する。

４．国民年金基金の加入員資格を喪失した場合、脱退一時金が支給される。

（問題４７）

（設問Ｅ）中小法人の役員である橋口さん（３９歳）は、老後資金確保のため、小規模企業共済制度へ

の加入を検討している。以下の＜資料＞に基づき、橋口さんが７０歳で役員を退任した場合

に受け取ることができる基本共済金（以下「共済金」という）の額として、正しいものはど

れか。

＜資料＞

［橋口さんの加入内容等］

・４０歳から７０歳になるまで３０年間加入

・７０歳で役員を退任し、共済金を一括で受け取る。

・掛金月額の推移 ４０歳加入時：１０,０００円

         ５０歳から ：４０,０００円（３０,０００円増額）

         ６０歳から ：６０,０００円（２０,０００円増額）

［共済金に関する事項］

共済金の額は、請求事由、掛金月額、掛金納付月数によって算定される。

共済金Ａ：法人役員については、法人が解散したとき

共済金Ｂ：法人役員については、疾病、負傷により退任したとき、６５歳以上で退任したとき、

     死亡したとき、１８０月以上掛金を払い込んだ者が６５歳以上になったとき

［掛金１口（５００円）当たりの共済金の額］

掛金納付月数 共済金Ａ 共済金Ｂ

６０月 ３１,０７０円 ３０,７３０円

１２０月 ６４,５３０円 ６３,０４０円

１８０月 １００,５５０円 ９７,０２０円

２４０月 １３９,３２０円 １３２,９４０円

３６０月 ２１７,４００円 ２１０,５９０円
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１．１５,２８８,４００円

２．１４,７０９,８００円

３．１４,１９６,６００円

４．１３,８６８,８００円
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問１０

中小法人の資金計画等に関する以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選

んでください。

（問題４８）

（設問Ａ）以下の＜ＺＣ社のキャッシュフロー計算書＞は＜ＺＣ社のデータ＞を反映して作成されてい

る。空欄（ア）にあてはまる数値として、正しいものはどれか。なお、問題作成の都合上、

一部を「＊＊＊」にしてある。

＜ＺＣ社のデータ＞

（単位：千円）

勘定科目 前期末残高 当期末残高

貸倒引当金 １００ １５０

棚卸資産 ９００ ５００

買掛金 １,０００ １,５００

＜ＺＣ社のキャッシュフロー計算書＞

（自：２０２１年４月１日 至：２０２２年３月３１日）

（単位：千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

税金等調整前当期純利益 ３００

減価償却費 １００

貸倒引当金の増減額 ＊＊＊

棚卸資産の増減額 ＊＊＊

仕入債務の増減額 ＊＊＊

小    計 ＊＊＊

利息および配当金の受領額 １０

利息の支払額 ▲２０

営業活動によるキャッシュフロー （ ア ）

（以下省略）

１．１,３４０

２． ５４０

３． ４４０

４． ３４０
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（問題４９）

（設問Ｂ）以下の＜資料＞に基づくＹＡ県の創業融資に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。なお、記載のない事項については、ＹＡ県の創業融資の要件を満たしているものとす

る。

＜資料＞

融資対象者

次のいずれかに該当する者

(１）事業を営んでいない個人であって、融資実行日から１ヵ月以内に新たに県内で

創業する者または創業日から１年を経過していない者

(２）事業を営んでいない個人であって、融資実行日から２ヵ月以内に新たに県内で

会社を設立して創業する者または創業日から１年を経過していない会社

(３）県内で事業を営んでいる会社であって、自らの事業の全部または一部を継続し

つつ新たに県内で会社を設立して創業しようとする者または創業日から１年を

経過していない会社

(４）勤務した企業と同一業種の事業を新たに創業しようとする者および創業後１年

以内の者で、同一業種で通算５年以上の勤務歴がある者

融資限度額

１,５００万円。ただし、事業を営んでいない個人の場合は、借入金額と同額以上の

自己資金を有していることが必要である。また、次の資金は融資の対象とならな

い。

・ 借入金の返済や納税に充てる資金

・ 土地、住宅、株式、乗用車を取得するための資金

・ 転貸資金

・ 申込者以外が使用する設備を設置するための資金

・ 県外に設置する設備のための資金

・ 導入済みの設備のための資金（ただし、未払い部分は対象となる）

１．事業を営んでいない個人が、創業後に事業で使用する乗用車を分割払いで購入した場合、県

内で創業した日から１年を経過していなければ、その未払い部分について融資対象となる。

２．事業を営んでいない個人が、融資実行日から１ヵ月後に新たに県内で会社を設立して創業す

る場合、同一業種の勤務歴が通算３年のときでも融資対象者に該当する。

３．事業を営んでいない個人が、融資実行日から３ヵ月後に新たに県内で創業を予定している場

合、同一業種で通算６年の勤務歴があり、勤務した企業と同一業種の事業を創業するときは、

融資対象者に該当する。

４．県内で事業を営んでいる会社が、自らの事業の一部を継続しつつ新たに県内で会社を設立し

て創業する場合、創業時の自己資金が３００万円であっても融資限度額は１,５００万円と

なる。
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問１１

ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題５０）

（設問Ａ）天野喜朗さんは、公証役場に出向き、以下の＜条件＞に基づいて、公正証書遺言１通を作成

する予定である。＜公正証書作成手数料の表＞に基づいて計算した手数料の合計額として、

正しいものはどれか。なお、公正証書の枚数による手数料の加算は考慮しないものとする。

＜条件＞

・ 喜朗さんの相続人は、妻、長男および二男である。

・ 喜朗さんの所有財産は下表のとおりであり、現金の合計額は１１,１３０万円である。

・ 宅地、建物の評価額および取得予定者は下表のとおりである。

・ 妻、長男および二男が取得する財産の相続税評価額が法定相続分と同じになるように現金を分

割する。

・ 祭祀主宰者は指定しない。

［遺産分割とその価額］

取得予定者 財産
固定資産税評価証明書を

基にした評価額
相続税評価額

妻

甲宅地上の建物 １,６５０万円 １,６５０万円

乙宅地上の建物 １,３２０万円 １,３２０万円

現金 － ＊＊＊＊万円

長男
甲宅地 ３,２１０万円 ３,５４０万円

現金 － ＊＊＊＊万円

二男
乙宅地 ２,４００万円 ２,７６０万円

現金 － ＊＊＊＊万円

合計 － ２０,４００万円

※問題作成の都合上、表の一部を「＊＊＊＊」にしてある。
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＜公正証書作成手数料の表＞

目的の価額 手数料

１００万円以下 ５,０００円

１００万円を超え２００万円以下 ７,０００円

２００万円を超え５００万円以下 １１,０００円

５００万円を超え１,０００万円以下 １７,０００円

１,０００万円を超え３,０００万円以下 ２３,０００円

３,０００万円を超え５,０００万円以下 ２９,０００円

５,０００万円を超え１億円以下 ４３,０００円

１億円を超え３億円以下
４３,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１３,０００円を加算した額

３億円を超え１０億円以下
９５,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１１,０００円を加算した額

１０億円を超える場合
２４９,０００円に超過額５,０００万円まで

ごとに８,０００円を加算した額

※宅地および建物に係る目的の価額は、固定資産税評価証明書を基にした評価額によるものとする。

※相続人ごとに目的の価額を算出してそれぞれの手数料を算定し、その合計額が公正証書作成手数料の

額となる。

※遺言加算：１通の公正証書遺言における目的の価額の合計額が１億円を超えないときは、１１,０００

円を加算する。

１．１３６,０００円

２．１１４,０００円

３．１０１,０００円

４． ８２,０００円


